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第 1 章　はじめに
　横浜地判平成30年12月14日裁判所HP（以下、「東名あおり運転事件」とす
る。）においては、被害車両の直前へ割り込んだうえで急減速を行うこと
を 4度繰り返した後に自車および被害車両を停止させ、その停止中に後方
から第三者の車両が被害車両に衝突した結果、 2名が死亡し、 2名が負傷
したという事案につき、危険運転致死傷罪（自動車の運転により人を死傷さ
せる行為等の処罰に関する法律（以下、「自動車運転処罰法」とする。） 2 条）
のうち、妨害運転行為によって死傷結果を生じさせた場合を処罰する妨害
型危険運転致死傷罪（同 4 号。以下、「妨害運転致死傷罪」とする。）の「実
行行為」およびそれと死傷結果との間の「因果関係」が問題となった。
　危険運転致死傷罪は、現在は自動車運転処罰法において規定されている
が、立法当初は刑法典の中に定められていたことから、特別刑法の中でも
研究が比較的盛んに行われてきた犯罪類型のうちの 1 つである。もっと
も、従来の研究の多くは、危険運転致死傷罪一般を検討対象としたうえ
で、そこで得られた危険運転致死傷罪に共通する理解をその各類型に応用
するという方法をとっており、個々の類型について理論的な検討が十分に
行われてきたとは言い難い。とりわけ、「人又は車の通行を妨害する目的
で、走行中の自動車の直前に進入し、その他通行中の人又は車に著しく接
近し、かつ、重大な交通の危険を生じさせる速度で自動車を運転する行
為」によって人を死傷させた場合を処罰対象とする妨害運転致死傷罪につ
いては、これまで適用例が少なかったこともあってか
（１）
、理論的検討がほと
（ 1）　危険運転致死傷罪の種別ごとの適用件数については、金高弘典「危険運転致死
　　　第 1項　妨害運転から逃れる途中での事故
　　　第 2項　妨害運転行為後の停車行為と後続車の衝突
第 5章　おわりに
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んど行われておらず
（２）
、その成立要件については未解明な部分が多く残され
ている。いわゆるあおり運転行為が社会問題化しており、妨害運転致死傷
罪がその刑事規制手段の 1つであることに鑑みれば、その成立要件につい
て具体的に検討を加えることで、妨害運転致死傷罪の成立範囲を明らかに
しておく必要がある。
　他方で、危険運転致死傷罪の中でも、特に妨害運転致死傷罪の成立範囲
を明らかにするにあたっては、傷害罪・傷害致死罪との関係に着目するこ
とが不可欠である。なぜなら判例によれば、あおり運転行為は「暴行」に
当たる場合があり、そこから死傷結果が生じた場合には傷害罪・傷害致死
罪の成立が認められてきたからである。あおり運転行為について傷害罪・
傷害致死罪の成立がいかなる場合に認められるかを明らかにし、それと比
較することではじめて、妨害運転致死傷罪の成立範囲を適切に明確化する
ことができる。
　以上の問題意識から、本稿は、傷害罪・傷害致死罪との関係に着目しな
がら、妨害運転致死傷罪の各成立要件について検討を加え、その成立範囲
の明確化を図るものである。
傷罪に係る事故の現状とその考察について」警察学論集72巻 1 号（2019年） 8頁参
照。
（ 2）　妨害運転致死傷罪に関する研究として、中山研一「『妨害型』危険運転致死傷
罪の判例の検討」判例時報2041号（2009年） 3頁以下、島戸純「危険運転致死傷罪
の妨害態様類型に関する事実認定について」警察学論集72巻 1 号（2019年）13頁以
下。また、本罪における「人又は車の通行を妨害する目的」に関する研究として、
伊藤亮吉「危険運転致死傷罪における『人又は車の通行を妨害する目的』」岡野光
雄先生古稀記念『交通刑事法の現代的課題』（成文堂、2007年）321頁以下、松宮孝
明「『目的犯』と危険運転致死傷罪における『通行妨害目的』」増田豊先生古稀祝賀
『市民的自由のための市民的熟議と刑事法』（勁草書房、2018年）339頁以下。
238　　早法 95 巻 2 号（2020）
第 2 章　自動車の運転行為と傷害罪・傷害致死罪の成否
第 1節　傷害の故意に基づく傷害罪・傷害致死罪の成否
　危険運転致死傷罪は、「危険な運転行為であることを認識しながら、衝
突の危険やこれによる死傷の結果発生の可能性を真しに考慮することなく
このような運転行為を行い、その結果人を死傷させた場合においては、傷
害・傷害致死罪の適用は困難な場合が多い」が、その危険性・当罰性の高
さに鑑みて、「故意に危険な自動車の運転を行い、その結果人を死傷させ
た者については、暴行による傷害・傷害致死に準じた重い法定刑により処
罰することが可能であるとしたもの
（３）
」である。このように、こうした立法
の背景には、自動車の運転行為から死傷結果を生じさせた場合、理論上
は、死傷結果につき故意が認められる限りで、殺人罪ないし故意による傷
害に基づく傷害罪・傷害致死罪の成立が認められうるが、従来、こうした
場合については、死傷結果につき故意を認めることが困難であることか
ら、原則として過失犯の成立しか認められてこなかったという事情が存在
する
（４）
。この点につき、かつて分析を加えた藤木英雄は、次のように述べて
いる。
　「純理論的にみるときは、自動車事故により人を死傷に致した運転者に対
し、未必の故意の理論を適用して、故意犯である傷害罪・傷害致死罪─特
（3）　井上宏ほか「刑法の一部を改正する法律の解説」法曹時報54巻 4 号（2002年）
56〜57頁注（24）。
（ 4）　大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法（第10巻）〔第 2 版〕』（青林書院、2006
年）447頁〔渡辺咲子〕は、こうした場合につき、「認識ある過失と未必の故意の限
界は、微妙である」とする。また、自動車の運転行為につき殺意を認めて殺人罪を
肯定した近時の裁判例として、自車をほとんど減速させることなく大型自動二輪車
に衝突させて運転手を死亡させ、衝突後に軽い口調で「はい、終わり。」と発言し
ていたことが認定された事案がある（大阪高判令和元年 9月11日裁判所HP）。
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別の場合には殺人罪の成立もあり得ようが─の責任を問う余地は相当にあ
りそうに思われるのであるが、最近に至るまで、自動車事故の刑事責任は、
もっぱら過失犯の問題として処理されてきた。これにはもちろん充分な根拠
のあることである。元来、自動車の運転は、人または貨物の高速度による運
送という、それ自体犯罪と無関係な、社会的に公認された有益な目的のため
になされるものであり、本来、人の殺傷を意図するものではない。したがっ
て、運転者が、具体的な事故発生の危険を予知していたとしても、そこに積
極的な故意が存するということは─事故を偽装する殺人のような非類型的
な事例は別として─あり得ないことであり、かりに故意犯の成立を認める
としても、事故発生の予見の点をとらえて未必の故意の成否を問う可能性が
あるに止まるわけであるが、この場合に、いわゆる認識ある過失と未必の故
意との区別をめぐって、自動車交通の特殊な性格から、許された危険の法理
が広範囲にわたりはたらくことがあるために、未必の故意を認めるにはきわ
めて慎重とならざるを得ない。ここに、自動車事故による人の死傷に対する
刑事責任が、もつぱら過失犯について問われてきた理由が存するのである
（５）
」。
　ここで重要なのは、死傷結果をまさに意欲して自動車の運転が行われる
ことはほとんどないという事実的側面であり、この点に、自動車の運転行
為から死傷結果が生じた場合について傷害の故意や殺意が原則として認め
られてこなかった理由が存在する。
　同様のことは、自動車運転処罰法 2条各号が規定する危険運転行為が行
われた場合についても当てはまる。確かに、危険運転行為は通常の運転行
為よりも法益侵害の危険が高い行為であるとはいえるが、その反面、衝突
した場合に自身の法益が侵害される危険も高いことから、そうしたリスク
を負ってまで殺意や傷害の故意をもってあえて自動車を衝突させることは
考え難い
（６）
。他方で、例えば、本稿の検討対象である妨害運転致死傷罪の成
（ 5）　藤木英雄『過失犯の理論』（有信堂、1969年）312頁。
（ 6）　もっとも、妨害運転行為の客体が人である場合や自車よりも小さな車両であ
る場合には、自身の法益が侵害される危険が低いことから、殺意や傷害の故意を相
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立には「人又は車の通行を妨害する目的」が必要とされているように、妨
害運転行為は悪質な意図をもってなされることが多いといえるが、それは
あくまで相手車両の運転手に対する嫌がらせのため
（７）
や、相手車両を停止さ
せた後に運転手に対して文句を言ったり直接暴行したりするために行われ
ることが多く
（８）
、これらの事情は、むしろ、死傷結果に対する認識・認容を
積極的に否定する事情としても理解可能であり、死傷結果に対する故意を
認めることが困難であることに変わりはない。死傷結果に対する未必の故
意については多少認められやすいといいうるが、通常の運転行為の場合よ
りも有意に故意の認定が行いやすいとまではいえないだろう。
第 2節　暴行罪の結果的加重犯としての傷害罪・傷害致死罪
の成否
第 1款　妨害運転致死傷罪との関係
　もっとも、傷害罪・傷害致死罪は、傷害の故意をもって死傷結果を生じ
させた場合だけでなく、暴行の故意で暴行行為を行い、それによって死傷
結果が生じた場合にも成立する。判例によれば、従来から、妨害運転致死
傷罪の実行行為の 1つとして挙げられている「幅寄せ行為」が「暴行」に
該当し、そこから死傷結果が生じた場合にはその結果的加重犯として傷害
罪・傷害致死罪の成立が認められてきた
（９）
。そして、危険運転致死傷罪は、
「暴行の結果的加重犯としての傷害罪、傷害致死罪に類似した犯罪類型
（10）
」
として立法されたことから、その解釈にあたっては、従来から、暴行罪の
結果的加重犯としての傷害罪・傷害致死罪との比較が行われてきたが、危
対的に認めやすいといえるだろう。
（ 7）　幅寄せ行為を暴行と捉えて傷害致死罪の成立を認めた、東京地判昭和49年11月
7 日判タ319号295頁、東京高判昭和50年 4 月15日刑月 7 巻 4 号480頁においては、
嫌がらせ目的であったことが認定されている。
（ 8）　前掲横浜地判平成30年12月14日（東名あおり運転事件）もそうした事案であっ
た。
（ 9）　例えば、前掲東京地判昭和49年11月 7 日、前掲東京高判昭和50年 4 月15日。
（10）　井上ほか・前掲注（ 3）55頁。
あおり運転行為と傷害罪・傷害致死罪および妨害型危険運転致死傷罪の成否（松本）　　241
険運転致死傷罪の中でも、とりわけ妨害運転致死傷罪は、行為類型として
暴行罪の結果的加重犯としての傷害罪・傷害致死罪と実際に類似している
ため
（11）
、これとの比較が重要となる。
　そこで両罪を比較すると、成立範囲の重複という問題が顕在化する。す
なわち、仮に、妨害運転致死傷罪の実行行為が常に暴行罪にも該当すると
すれば、妨害運転致死傷罪と傷害罪・傷害致死罪の法定刑の上限が同じと
いう点で、妨害運転致死傷罪は不要な規定となり、さらに、死亡結果が生
じた場合に関しては、傷害致死罪より妨害運転致死罪の方が法定刑の下限
が低いことから、妨害運転致死傷罪は、法定刑の下限を下げるためだけに
定められたものとして理解されることになる
（12）
。
　妨害運転致死傷罪と暴行罪の結果的加重犯としての傷害罪・傷害致死罪
の成立範囲がこのように実際に重なり合うものであるのかを明らかにする
ためには、妨害運転致死傷罪の実行行為および判例が採用する「暴行」概
念について検討を加える必要がある。以下では、この 2点につき順に検討
を加える。
（11）　曽根威彦「交通犯罪に関する刑法改正の問題点」ジュリスト1216号（2002年）
47頁、長井圓「道路交通犯罪と過失犯─自動車危険運転致死傷罪への疑問─」
現代刑事法38号（2002年）39頁、中山研一「危険運転致死傷罪と業務上過失致死
傷罪との関係（下）─最近の判例を素材として─」判例時報2113号（2011年）
6頁。また、松宮孝明『刑事立法と犯罪体系』（成文堂、2003年）53頁も参照。
（12）　佐伯仁志「交通犯罪に関する刑法改正」法学教室258号（2002年）73頁参照。
妨害運転致死罪の法定刑の下限は 1年以上の懲役であるのに対して、傷害致死罪の
法定刑の下限は 3年以上の懲役である。これに対して、妨害運転致傷罪と傷害罪は
自由刑に関しては同様の法定刑（15年以下の懲役）を定めているが、傷害罪の場合
には選択刑として罰金刑（50万円以下）も定められており、致傷の場合には妨害運
転致傷罪を適用した方が、致死の場合には傷害致死罪を適用した方がより重い処罰
が可能となる。危険運転致死傷罪と傷害罪・傷害致死罪の間のこうした法定刑の軽
重関係について詳細に論じたものとして、原田保「危険運転致死傷罪と傷害罪・傷
害致死罪との関係」岡野光雄先生古稀記念『交通刑事法の現代的課題』（成文堂、
2007年）311頁以下。
242　　早法 95 巻 2 号（2020）
第 2款　妨害運転致死傷罪の実行行為
　まず、妨害運転致死傷罪の実行行為について、自動車運転処罰法 2条 4
号は、「走行中の自動車の直前に進入し、その他通行中の人又は車に著し
く接近し、かつ、重大な交通の危険を生じさせる速度で自動車を運転する
行為」と規定している。
　「人又は車に著しく接近し」とは、自車を相手方の直近に移動させるこ
とを意味し、例えば、直前への割込み運転、幅寄せ行為、後方からのあお
り運転、対向車線への進出行為がこれに当たり、「著しく接近」したか否
かについては、運転車両の速度や接近形態に照らし、相手方に回避措置を
とらせることを余儀なくさせる程度であるか否かによって決せられるとさ
れている
（13）
。
　次に、「重大な交通の危険を生じさせる速度
（14）
」とは、「妨害目的で特定の
相手方に著しく接近した場合に、自車が相手方と衝突すれば大きな事故を
生じさせると一般的に認められる速度、あるいは、相手方の動作に即応す
るなどしてそのような大きな事故になることを回避することが困難である
と一般的に認められる速度
（15）
」であり、本罪の客体に歩行者も含まれている
ことを考慮すれば、通常、時速20〜30kmの速度で運転していれば、制限
速度以内であってもこれに該当するとされている
（16）
。そのため、渋滞中に同
一方向に走行中の車両の直前に低速で割り込むような場合には、重大な死
傷の結果を発生させる危険性が類型的に高い行為とはいえないために本罪
の成立が否定される
（17）
。
　ここで問題となるのが、時速20〜30km未満の速度での運転行為、さら
には、時速 0 kmでの停止行為が、「重大な交通の危険を生じさせる速度」
（13）　井上ほか・前掲注（ 3）72頁。
（14）　同様の速度要件は、自動車運転処罰法 2条 5号（赤色信号殊更無視類型）およ
び 6号（通行禁止道路進行類型）においても設けられている。
（15）　井上ほか・前掲注（ 3）72頁。
（16）　井上ほか・前掲注（ 3）74〜75頁注（44）参照。
（17）　井上ほか・前掲注（ 3）72頁。
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での運転行為に当たりうるかである。妨害運転致死傷罪の規定形式や立案
当局による上記解説を踏まえると、まず、本罪が一定の速度での運転行為
から死傷結果が生じた場合を処罰対象としていることは明らかであるか
ら、時速 0 kmでの停止行為を本罪の実行行為として把握することはでき
ない
（18）
。また、時速20〜30km未満での運転行為については、妨害運転致死
傷罪が、重大な死傷の結果を発生させる危険性が類型的に高い行為に限定
した処罰を予定していることに鑑みれば、原則として、時速 0 kmでの停
止行為と同様に本罪の実行行為から除外されるように思われる
（19）
。
　東名あおり運転事件においては、まさにこの点が問題となった。検察官
が、被害車両の直前へ割り込んだうえで急減速を行うことを 4度繰り返し
た後に減速して直前停止行為に及んだという一連一体の運転行為が妨害運
転致死傷罪の実行行為であるとしたのに対して、裁判所は、危険運転致死
傷罪は、その制定経緯および規定形式から、特に危険性の高い運転行為か
ら死傷結果が生じた場合に限って特に重い処罰を設けたものであることは
明らかであり、妨害運転致死傷罪における「速度要件は、重大な交通の危
険を生じさせる速度に至らない速度で割込み運転を行った場合のように重
大な死傷の結果を発生させる危険が類型的に高いとまではいえない運転行
為を本罪の処罰対象から除外し、本罪の重い処罰に値する程度の当罰性を
有する行為を限定する趣旨で設けられている」ことから、「直前停止行為、
すなわち、時速 0 kmで停止することが、一般的・類型的に衝突により大
きな事故が生じる速度又は大きな事故になることを回避することが困難な
速度であると認められないことは明らか」であり、また、「『重大な交通の
危険を生じさせる速度で自動車を運転する行為』との文言によれば、運転
行為として、自動車を進行させることが要求されると解され、そこに停止
（18）　松原芳博「あおり運転裁判からみる罪刑法定主義」法学セミナー772号（2019
年）51頁、成瀬幸典「判批」法学教室470号（2019年）138頁。
（19）　城祐一郎『ケーススタディ危険運転致死傷罪〔第 2版〕』（東京法令出版、2018
年）317頁は、「事案によっては、この時速20キロメートルを下回る速度であっても
該当することはあり得るものと思われる。」とする。
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まで含まれると読み取ることは、文言の解釈上無理がある」として、時速
0 kmでの直前停止行為は妨害運転致死傷罪の実行行為に当たらないとし
た。さらに、裁判所は、時速29kmまで減速して著しく接近した行為まで
を実行行為として認定しており、これは、速度要件を考慮したものと考え
られ
（20）
、時速 0 km での停止行為が実行行為に当たらないとした点も含め
て、裁判所の判断は基本的に妥当であると思われる。
第 3款　判例における「暴行」概念
第 1項　暴行に関する判例と学説による判例の理解
　次に、判例が採用する「暴行」概念についてであるが、判例によれば、
暴行罪における暴行とは、人の身体に対する不法な一切の攻撃方法であ
り、傷害の結果を惹起すべきものに限られないため
（21）
、電車に乗ろうとした
人の服を引っ張る行為（大判昭和 8年 4月15日刑集12巻427頁）や人に食塩を
振りかける行為（福岡高判昭和46年10月11日判時655号98頁）なども暴行に当
たるとされている。
　また、判例は、脅かすために四畳半の部屋で日本刀の抜き身を振り回し
た行為（最決昭和39年 1 月28日刑集18巻 1 号31頁）、驚かす目的で人の数歩手
前を狙って投石する行為（東京高判昭和25年 6 月10日高刑集 3巻 2 号222頁）、
嫌がらせ目的で自動車を幅寄せする行為（東京地判昭和49年11月 7 日判タ
319号295頁、東京高判昭和50年 4 月15日刑月 7巻 4 号480頁）、半ば脅しの気持
ちで、包丁の刃先を被害者の胸部付近に近づけ、二度、三度と突き出す行
為（東京高判昭和59年 2 月14日高刑速（昭59）号132頁
（22）
）について
（23）
、身体に対
（20）　松原・前掲注（18）52頁。
（21）　大判昭和 8 年 4 月15日刑集12巻427頁。これに対して、大阪高判平成24年 3 月
13日判タ1387号376頁は、被告人が被害者に詰め寄ったところ、被害者が後ずさり
して後方に転倒し、傷害を負った事案につき、「被告人の本件行為は、……被害者
をして転倒させてけがをさせる危険を有するというべきであるから、直接の身体接
触はないものの、傷害罪の実行行為である暴行に当たる」として、傷害の危険に言
及して暴行に当たると判断している。
（22）　類似の裁判例として、脅しのつもりで包丁を突き出したところ被害者に刺さり
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する攻撃方法が被害者に対して物理的な作用を及ぼしたか否か（物理的接
触の有無）に言及することなく、これらの行為が暴行に当たることを認め
ている。
　これらの裁判例を端的にまとめると、判例は、暴行とは、人の身体に対
する有形力の行使であれば足り、それが傷害の結果を惹起すべきもの、つ
まり、傷害の危険を有するものでなくても、また、その有形力が被害者に
対して物理的な作用を及ぼしていなくてもよいとしており（接触および危
険不要説
（24）
）、暴行に当たる場合を広く認める立場を採用していると整理す
ることができる。
　これに対して、学説においては、傷害の危険を不要とした裁判例におい
ては物理的な接触が認められ、他方で、物理的接触の有無を問題とするこ
となく暴行に当たることを認めた裁判例においては、実際には傷害の危険
を認めることができるため、判例は、物理的接触または傷害の危険が存在
する場合に暴行罪の成立を認める立場（接触または危険必要説）を採用し
ていると整理する見解
（25）
も有力に主張されている。この見解は、暴行罪の成
傷害を負わせた事案につき、暴行該当性および暴行の故意を否定した原判決を破棄
し、暴行の結果的加重犯としての傷害罪の成立を認めた東京高判昭和43年12月19日
判タ235号277頁がある。
（23）　その他にも、例えば、名古屋地判平成27年 2 月10日LEX/DB25505920は、喜ば
せるために被害者（当時10歳）を97度の熱湯をはった浴槽の上に抱えてあげて落と
すふりをした行為につき暴行罪の成立を認めている（結果的に、足を滑らせ浴槽に
落として死亡させたことから、暴行罪の結果的加重犯として傷害致死罪の成立が認
められている）。
（24）　伊東研祐『刑法講義各論』（日本評論社、2011年）35頁、井田良『講義刑法
学・各論』（有斐閣、2016年）54頁。
（25）　京藤哲久「暴行の概念─暴行の『結果』及び暴行の程度の判断基準─」芝
原邦爾編『刑法の基本判例』（有斐閣、1988年）97頁、野村稔「暴行罪・傷害罪
─暴行罪と傷害罪との関係を中心にして」芝原邦爾ほか編『刑法理論の現代的展
開（各論）』（日本評論社、1996年）36頁、清水一成「暴行の概念」西田典之＝山口
厚編『刑法の争点〔第 3 版〕』（有斐閣、2000年）139頁、伊藤渉ほか『アクチュア
ル刑法各論』（弘文堂、2007年）40頁〔島田聡一郎〕、只木誠「狭義の『暴行』概念
について」『西田典之先生献呈論文集』（有斐閣、2017年）249〜250頁。また、判例
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立要件として傷害の危険を要求するいわゆる危険犯説
（26）
（接触不要・危険必
要説）や、有形力ないし物理力の作用が客体に及んだことを必要とするい
わゆる侵害犯説
（27）
（接触必要・危険不要説）の主張を踏まえて、両見解のい
わば「良いとこ取り」をすることで、判例の立場をより実質的に理解しよ
うとするものである。こうした整理は、一見すると説得的であるが、判例
を、物理的接触の認められない有形力の行使が暴行に当たるか否かを傷害
の危険という観点から判断するものとして理解する点については、疑問が
ある。
第 2項　傷害の危険と暴行
　まず、この見解は、物理的接触の認められない有形力の行使を暴行に当
たるとした上記裁判例を傷害の危険の観点から説明する際に、それらの事
例においては客観的にみて物理的接触はないとの認識を前提としてきたよ
うに思われる。しかし、これらの裁判例のすべてにおいて、結果的には、
物理的接触が発生して死傷結果が生じたことから、暴行罪の結果的加重犯
分析としてではなく、学説として同様の理解を採用するものとして、山火正則「判
批」神奈川法学 8 巻 3 号（1973年）68〜69頁（同「判批」平野龍一＝松尾浩也編
『刑法判例百選Ⅱ各論〔第 2版〕』（有斐閣、1984年）19頁も参照）、大塚仁『刑法概
説（各論）〔第 3 版増補版〕』（有斐閣、2005年）35頁、島田・前掲書42頁、大谷實
『刑法講義各論〔新版第 5 版〕』（成文堂、2019年）38頁。橋爪隆「暴行罪・傷害罪
をめぐる問題」警察学論集72巻11号（2019年）209頁は、暴行概念をこのように二
元的に理解する場合には、その理論的根拠が問題となるとする。
（26）　京藤・前掲注（25）97頁、野村・前掲注（25）38頁、岡上雅美「判批」芝原邦
爾ほか編『刑法判例百選Ⅱ各論〔第 5版〕』（有斐閣、2003年）11頁、林幹人『刑法
各論〔第 2版〕』（東京大学出版会、2007年）59頁、高橋則夫『刑法各論〔第 3版〕』
（成文堂、2018年）46頁。
（27）　平野龍一『刑法概説』（東京大学出版会、1977年）166頁、小暮得雄ほか編『刑
法講義各論』（有斐閣、1988年）36頁〔町野朔〕、清水・前掲注（25）139頁、山口
厚『刑法各論〔第 2版〕』（有斐閣、2010年）44頁、今井猛嘉ほか『刑法各論〔第 2
版〕』（有斐閣、2013年）31頁〔小林憲太郎〕、中山研一〔松宮孝明補訂〕『新版口述
刑法各論〔補訂 3 版〕』（成文堂、2014年）27頁、松原芳博『刑法各論』（日本評論
社、2016年）47頁。
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としての傷害罪や傷害致死罪の成立が認められている。ここでは、侵害犯
説の立場からも暴行の客観的成立要件は満たされているといえるため、客
観面だけをみれば、危険犯説からはもちろん、侵害犯説からも暴行に当た
ると説明することが可能である
（28）
。そうだとすれば、この見解が、こうした
事例を侵害犯説ではなく危険犯説の観点から説明した方がよいと考えた理
由は他の点に求められることになるが、それは、主観面、つまり、暴行の
故意の点に求められる。
　これらの事案においては、脅かす目的、驚かす目的、嫌がらせ目的で有
形力の行使がなされており、身体に対する物理的な侵害の認識・認容を打
ち消しうるこれらの目的が認められる場合には、事実上、傷害の故意はも
ちろんのこと、物理的接触の故意を認めることもまた困難であろう。その
ため、暴行の客観的成立要件として物理的接触を要求することの主観面へ
の反映として、暴行の故意として物理的接触の認識・認容が要求されるこ
とになる侵害犯説の立場からは、これを認めることが困難な上記裁判例に
関して、暴行罪の成立を認めづらいことになる
（29）
。これに対して、危険犯説
からは、傷害結果発生の危険の認識・認容があれば暴行の故意を認めるこ
とができ、これらの事例において、傷害結果発生の認識・認容を認めるこ
とが事実上困難であるとしても、傷害の危険の発生に関する認識・認容は
なお認めることが可能であるとして、主観面においても暴行罪の成立に欠
けるところはないと説明することができる。つまり、侵害犯説よりも危険
犯説の方が、相対的に暴行の故意を認めやすいという点に、これらの裁判
例に関しては危険犯説に基づく説明の方が親和的であるとされてきた理由
（28）　これに対して、被害者めがけていすを投げつけたものの命中しなかった場合
に、いすを投げつけた行為を暴行とした事案（仙台高判昭和30年12月 8 日裁特 2巻
24号1267頁）のように、最終的にも物理的接触が認められない事案については、客
観的にみて、侵害犯説よりも危険犯説の方が整合的となる。
（29）　斎藤信治『刑法各論〔第 4 版〕』（有斐閣、2014年）21頁は、侵害犯説につい
て、「『当てないつもりだった』などと弁解された場合、故意を認定することが困難
になりやすい難点もある」として、主観面における問題を指摘している。
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が存在すると思われる。
　しかし、ここでさらに問題となるのが、傷害結果発生の認識・認容（傷
害の故意）はないが、その危険の認識・認容（暴行の故意）はあるという
心理状態が理論的にはありうるとしても、それらを事実上区別することが
できるのかという点である。
　まず、暴行罪の成立に傷害の高度の危険、つまり、傷害結果発生の具体
的危険が要求されるとすれば
（30）
、暴行罪の故意として傷害結果発生の具体的
危険の認識・認容が要求され、傷害罪と暴行罪が主観的にも類似したもの
として理解される。そのため結果発生の認識・認容（傷害の故意）はない
が、その危険発生の認識・認容（暴行の故意）はあるという心理状態を認
めることは、事実上極めて困難となり
（31）
、傷害の故意がないとするのであれ
ば暴行の故意もないとせざるを得ないように思われる
（32）
。そのため、こうし
た理解からは、物理的接触の認められない有形力の行使を暴行に当たると
（30）　例えば、岡上・前掲注（26）11頁、大塚・前掲注（25）35頁、大谷・前掲注
（25）38頁など。
（31）　放火罪における公共の危険の認識と故意との関係について、延焼の認識（放火
の故意）はないが延焼の危険の認識（公共の危険の認識）はなお認められる場合が
ありうるとする見解（例えば、山口・前掲注（27）390頁、松原・前掲注（27）406
頁、井田・前掲注（24）391頁など）に対して、西田典之〔橋爪隆補訂〕『刑法各論
〔第 7版〕』（弘文堂、2018年）328〜329頁が、「結果的加重犯である傷害致死罪の致
死の結果について、その具体的危険の認識を要求すれば、結局、殺人罪の故意を認
めることにならざるをえない」ように、「はたして、そのような心理状態が存在し
うるかはかなり疑わしい」と述べていることも、同様の問題意識に由来するもので
あると思われる。同41頁が、暴行罪に傷害未遂罪としての性格を認め、物理的接触
がない場合に暴行罪の成立を認めるためには傷害の故意が必要であるとすること
も、暴行の故意と傷害の故意との区別が困難であることを前提としているように思
われる。
（32）　暴行の故意を、人の身体に対して有形力を行使することの認識として理解する
実務家の立場からも、「傷害の故意と暴行の故意の限界は、あいまいであり、両者
を截然と区別することは困難である」（渡辺・前掲注（ 4）495頁）との指摘がなさ
れているのであるから、暴行の故意の内容として傷害の危険の認識・認容を要求す
る場合には、傷害の故意と暴行の故意の限界がさらに曖昧なものとなるだろう。ま
た、藤木英雄『刑法講義各論』（弘文堂、1976年）195頁も参照。
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した上記裁判例についても、傷害の故意と同様に暴行の故意も認められな
いことから、暴行に当たらないとせざるを得ず、裁判例を整合的に説明で
きないことになる。判例が、暴行を認める際に傷害の危険に言及してこな
かった理由の 1つは、有形力を行使して死傷結果が生じた場合に暴行罪の
結果的加重犯としての傷害罪・傷害致死罪の成立を広く認めるためには、
傷害の危険を要求することによって生じる暴行の故意をめぐるこうした事
実上の問題を回避する必要があったという点に求めることができる
（33）
。
　これに対して、暴行罪の成立に低度の危険、つまり、傷害結果発生の抽
象的危険があれば足りるとすれば
（34）
、傷害結果発生の具体的危険を要求する
場合よりも暴行罪と傷害罪との差異が大きくなることから、傷害の故意と
暴行の故意（傷害結果発生の抽象的危険の認識・認容）を実際上区別するこ
とが十分に可能となり、傷害の故意はないが暴行の故意はあるという心理
状態を比較的認めやすいということができる。このように、要求される傷
害の危険が抽象的なもので足りると理解することではじめて、物理的接触
の認められない有形力の行使が暴行に当たるとした上記裁判例を傷害の危
険という観点から整合的に説明することが可能となる。もっとも、判例は
傷害の危険に言及して暴行に当たるか否かを判断しているわけではなく、
また、物理的接触のない有形力の行使について傷害の危険が欠如すること
から暴行に当たらないとした事例
（35）
があるわけでもないため
（36）
、判例が物理的
（33）　橋爪・前掲注（25）206頁参照。
（34）　高橋・前掲注（26）46頁。また、林・前掲注（26）59頁は、「暴行罪の法定刑
の下限は低いから、傷害の可能性はかなり低いもので足りる」とし、また、野村・
前掲注（25）38〜39頁は、衣服を引っ張る行為も被害者のとりうる行動によっては
傷害の危険性があるとして、傷害の危険を広範に認めている。
（35）　これに対して、通常の社会生活上の行為であるとして暴行罪の成立を否定した
ものはある。例えば、岡山地判昭和43年12月11日判タ237号313頁（相手の暴力をた
しなめ、制止するため肩付近を手で軽く押した行為）や、東京地判昭和37年 2 月26
日判時296号27頁（留置場において酔って騒いでいる同房者を寝かしつけようとし
て浴衣の袖を引っ張った行為）。
（36）　橋爪・前掲注（25）211頁。また、同210頁は、「身体に対する物理力が傷害の
危険を伴うことは、暴行罪成立のための十分条件といえるが、必要条件ではないと
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接触の認められない有形力の行使が暴行に当たるか否かを傷害の危険とい
う観点から判断していると理解することには問題があるように思われる。
　以上のことから、さしあたり、判例は、暴行を人の身体に対する有形力
の行使と把握し、物理的接触も傷害の危険も要求していないとする立場を
とっていると理解するのが適切であろう。判例における暴行概念をより詳
細に明らかにするにあたってはさらなる検討が必要であるが、以下の検討
で重要となるのは、むしろ、上記検討において明らかにした、暴行罪の成
否にとっては主観面の検討が不可欠であるという点である。
第 4款　自動車の運転行為と暴行
第 1項　暴行としての自動車の運転行為と許された危険の法理
　妨害運転致死傷罪の実行行為と判例における「暴行」概念を以上のよう
に理解すると、人に対する有形力の行使にほかならない妨害運転致死傷罪
の実行行為は、基本的には「暴行」としても把握可能ということになる。
そうだとすれば、前述のように、妨害運転致死傷罪が適用される場合には
暴行罪の結果的加重犯としての傷害罪・傷害致死罪を適用すれば足り、妨
害運転致死傷罪は不要な規定ということになりかねない。しかし、妨害運
転致死傷罪があえて立法されたからには、妨害運転致死傷罪の成立は認め
られるが、暴行罪の結果的加重犯としての傷害罪・傷害致死罪は認められ
ない場合が一定の限度で存在すると解されなければならない。すなわち、
自動車の運転行為の場面においては、判例が採用するような広範な「暴
行」概念がそのまま採用されているわけではないと思われる。
　このことは、日常的な自動車の運転行為を考えてみるとより明らかとな
る。例えば、車線変更をするために隣の車線を走行する車の直前に侵入し
た場合や、赤色信号であることから交差点で停車している前車の後ろに引
き続いて停車する場合のように、自車を歩行者や他車に接近させること
は、日常的な運転行為に際してもしばしば行われるものである。上述の判
いうことができる。」とする。
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例の「暴行」理解によれば、理論上は、このような場合についても暴行に
当たりうる。しかし、こうした場合に暴行罪が成立するとは考えられてい
ない。ここでは、やはり暴行罪の成立が限定的に捉えられているといえ
る。
　また、実際に、自動車の運転行為については暴行罪の成立が限定的に捉
えられているとする見解も主張されている。すなわち、佐伯仁志は、妨害
運転致死傷罪との関係に着目して、「単に『重大な交通の危険を生じさせ
る速度で』『通行中の人又は車に著しく接近』するだけでは、（特に車に対
する場合には）暴行とはいえず、継続的に追跡したり、幅寄せしたりする
ような行為があって初めて暴行といえる、と解されているのであろう
（37）
。」
とするのである。
　自動車の運転行為の場面において暴行罪の成立がこのように限定的に捉
えられることを理論的に説明することができれば、暴行罪の成立を広く認
めることから生じる上述のような問題を回避することができるが、問題と
なるのは、少なくとも判例の立場から、なぜ自動車の運転行為の場合にだ
け暴行のそうした限定的な解釈が許容され、そして、どのような基準によ
って暴行の成立が認められるかである。
　ここで参考となるのが、藤木の指摘した「許された危険」の観点であ
る。すなわち、自動車の運転行為は常に人や物に対する危険を伴うため、
それだけを取り上げればこれを違法行為と評価しうるが、他方で、自動車
の運転行為については社会的な有用性・利便性が認められることから、自
動車の運転行為一般について、通常の運転行為から生じる法益侵害性（結
果無価値）を相殺するだけの利益性（結果有価値）が認められるために、
通常の運転行為から生じる程度の法益侵害の危険は「許された危険」とし
て正当化され、行政取締法規違反は別として、刑法上の違法行為としては
把握されていないと考えられる。これに対して、悪質な運転行為等によ
り、通常の運転行為からは生じないような重大な法益侵害の危険を生じさ
（37）　佐伯・前掲注（12）73頁。
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せた場合には、自動車の運転行為一般について認められる利益性を考慮し
てもなおそれは「許された危険」として正当化されず、違法行為として把
握されることになる。このような理解に従えば、自動車の運転行為につい
て暴行罪の成立を認めるためには、当該運転行為から「通常の運転行為か
らは生じないような身体に対する具体的危険」の発生が要求されることに
なろう。
　こうした解釈を明示的に採用しているのが、福岡地小倉支判平成14年 6
月 3 日裁判所HPである。本件は、被告人が自動車を走行中に反対車線を
走行しているバイクに挑発されたと感じ、自車を転回させて追跡行為を開
始し、後方から高速で接近行為を繰り返したことに対して、被害者がこの
追跡行為から逃れようとして、車両進入禁止規制がなされた左斜め前方の
分岐した道路に進入したところ、駐車中の自動車に衝突し、死亡した事案
である。本件につき、裁判所は、「傷害致死罪……にいう暴行とは、人の
身体に対する不法な有形力の行使をいうところ、人の身体に接触しない場
合でも、その有形力の行使が暴行に該当することがあり、自動車を走行さ
せることによる暴行も成立すると解される。しかし、自動車の運転は、そ
れ自体常に重大な事故を生ずる可能性を内包する行為である一方、社会の
多くの場面で日常生活上不可欠なものであって、交通事故を発生させるお
それのある危険な運転行為は、通常、それ自体道路交通法により、それに
よって死傷の結果が発生した場合には業務上過失致死傷罪（刑法211条）、
危険運転致死傷罪（同法〔旧〕208条の 2、本件後の平成13年法律第138号によ
り新設）等によって律することが予定されているものであるから、単に危
険な運転行為であるからといって直ちに暴行に該当すると解するのは相当
でない。前記自動車運転に関する諸事情を考慮しつつ、前記暴行の意義に
従い解釈すると、自動車を走行させることが暴行に該当するというために
は、当該自動車を直接相手方の身体又はその乗車車両に接触させるか、接
触させた場合と同程度に相手方の身体に対する具体的な危険を発生させた
ことを要すると解すべきである。」として、本件行為は、「本件車両を被害
あおり運転行為と傷害罪・傷害致死罪および妨害型危険運転致死傷罪の成否（松本）　　253
車両に接触させた場合と同程度に被害者の身体に対する具体的危険を発生
させるものであったとまでは認めることができない」ため、傷害致死罪に
いう暴行に当たらないと結論づけた。
　本判決が、身体に対する具体的危険を要求することで暴行に当たる場合
を限定的に判断している点は妥当であるが、本件においては、通常の運転
行為からは生じないような身体に対する具体的危険が客観的に生じていな
かったとすることは難しく、本件においても、自動車の運転行為が客観的
には暴行に当たるとすることは可能であったと思われる。しかし、ここで
さらに検討を要するのが、暴行の故意の問題である。
第 2項　自動車の運転行為と暴行の故意
　自動車の運転行為については、「許された危険」の観点から「暴行」に
該当する行為が客観的に限定されることから、その限定は主観面にも反映
され、自動車の運転行為について暴行罪の成立を認めるためには、暴行の
故意として、「通常の運転行為から生じないような傷害の具体的危険」を
発生させることの認識・認容が要求されなければならないことになる。そ
して、先述のように、暴行の故意として傷害の具体的危険の認識・認容を
要求する場合には、傷害の故意と暴行の故意を区別することが事実上困難
となり、傷害の故意が認められない場合には暴行の故意も認められないと
せざるを得ないこと
（38）
と、自動車の運転行為については、類型的に、傷害の
（38）　立案当局は、暴行の故意で危険な運転行為を行い、その結果人を死亡させた場
合には危険運転致死傷罪が成立し、傷害の故意の場合には傷害罪・傷害致死罪が成
立すると説明するが（井上ほか・前掲注（ 3）62頁。また、同様の見解として、
林・前掲注（26）61頁、山中敬一『刑法各論〔第 3 版〕』（成文堂、2015年）77頁、
前田雅英『刑法各論講義〔第 7版〕』（東京大学出版会、2020年）51頁。）、自動車の
運転行為について暴行の故意と傷害の故意の区別が事実上困難である以上、そのよ
うな振り分けを行うことは現実的でないと思われる。この点については、危険運転
致死傷罪は暴行の故意がない場合を予定しているため、暴行や傷害の故意がある場
合には傷害罪・傷害致死罪の成立を認める見解（井田・前掲注（24）74〜75頁注
（82））や、暴行や傷害の故意がある場合であっても危険運転致死傷罪の成立を認
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故意を事実上認めづらいことを併せて考えると、「通常の運転行為から生
じないような傷害の具体的危険」の認識・認容として理解される暴行の故
意を運転行為について認めることは通常できないといえ、この点に、自動
車の運転行為が暴行罪として処罰され、あるいは、そこから死傷結果が生
じた場合に傷害罪・傷害致死罪として処罰されてこなかった実際上の理由
が存在すると思われる
（39）
。
　裁判所によれば、上記事案は、「被告人が、未必的にせよ、被害者を路
上の障害物に衝突させるなどして傷害を負わせる結果を認識認容していた
と認めることはできない」事案であったのであるから、傷害の故意が認め
られないのと同様に、傷害の具体的危険の認識・認容としての暴行の故意
を認めることも困難であったといえ、故意の観点から暴行に当たることを
否定すべきであったと思われる。自動車の運転行為が暴行に当たるとした
裁判例として、東京高判平成12年10月27日東高刑時報51巻 1 〜12号103頁
（クラクションの鳴動、パッシング、幅寄せ、衝突を伴いながら十数 kmにわた
って自動車で追跡した行為）や東京高判平成16年12月 1 日判時1920号154頁
（幅寄せ行為や割込み行為およびそれに伴う停車を繰り返しながら約15分にわた
って執ように追跡した行為）があるが、これらの事案においては、「通常の
運転行為から生じないような傷害の具体的危険」が生じていることは明ら
かであり、また、その執拗かつ悪質な運転態様から、そうした危険の発生
める見解（山口・前掲注（27）57頁、高橋・前掲注（26）84頁、西田・前掲注
（31）63頁）、さらには、危険運転致死傷罪の成立を認めた上で、法定刑の軽重関係
（前掲注（12）参照）を考慮して、致死の場合には刑の下限を 3年以上とすべきで
あるとする見解（斎藤（信）・前掲注（29）340頁、小林・前掲注（27）47頁）や、
致傷の場合には危険運転致傷罪を、致死の場合には傷害致死罪の成立を認める見解
（松宮孝明『刑法各論講義〔第 5版〕』（成文堂、2018年）60頁）も主張されている。
（39）　「日常の自動車の走行であっても、他車の運転者や同乗者或いは歩行者等に危
害を加えかねない危険をはらんでいることから、当該運転者がもはや単なる『危険
の認識』のみにとどまらず、『暴行の故意』を有するに至っているとの事実認定は、
相当に困難であることが少なくない」（渡辺・前掲注（ 4）446頁）との指摘は、こ
うした意味で理解することができる。
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の認識・認容も十分に認めることができた事案であったと評価することが
できる。一方で、自動車の運転行為（幅寄せ行為）が暴行に当たるとした
裁判例としてしばしば紹介される前掲東京地判昭和49年11月 7 日や前掲東
京高判昭和50年 4 月15日については、上記裁判例のように妨害運転行為が
執拗に行われた事案ではないことや、嫌がらせ目的であることが認定され
ていることに鑑みると、本稿の理解からは、暴行の故意を認めることが困
難であり、暴行罪の成立を認めるべきではなかったと思われる。また、東
名あおり運転事件に関して、妨害運転致死傷罪の成立を認めることが困難
であることを前提として
（40）
、「常軌を逸したあおり運転は身体を攻撃する暴
行の故意があると考えることができ、今回は傷害致死罪で起訴すべき事案
だった
（41）
」とする意見もあるが、同様の理由から暴行の故意を認めることが
困難であり、暴行罪の結果的加重犯としての傷害罪・傷害致死罪の成立を
認めることはできないと思われる
（42）
。
第 3 章　妨害運転致死傷罪の罪質と主観的成立要件
第 1節　妨害運転致死傷罪の罪質と故意
　以上のように、自動車の運転行為については、許された危険の法理か
ら、暴行罪の成立が客観的にも主観的にも限定され、「通常の運転行為か
ら生じないような傷害の具体的危険」を発生させ、それを認識・認容して
いた場合にしか暴行罪の成立が認められないことになる。そして、自動車
（40）　具体的には、妨害運転致死傷罪の場合には、妨害運転行為によって生じた特定
の危険が結果に直接実現しなければならず、東名あおり運転事件においてはそうし
た危険実現連関が認められないが、傷害罪や傷害致死罪の成立を基礎づける危険実
現連関はなお認められるという理解が前提とされている。
（41）　東京新聞2018年12月15日朝刊26頁〔井田良コメント〕。
（42）　このことは、東名あおり運転事件と類似する最決平成16年10月19日刑集58巻 7
号645頁（高速道路停車事件）にも当てはまる。
256　　早法 95 巻 2 号（2020）
の運転行為について傷害の故意を認めることが事実上困難であるのと同様
に、傷害の具体的危険の認識・認容としての暴行の故意を認めることが困
難であるという点に、自動車の運転行為について暴行罪やその結果的加重
犯としての傷害罪・傷害致死罪の成立が広く認められてこなかった理由が
存在する。また、暴行罪の結果的加重犯としての傷害罪・傷害致死罪とは
別に妨害運転致死傷罪が規定されていることもこの点から導かれる。すな
わち、こうした故意の立証の問題を解消し、妨害運転行為により人を死傷
させた場合について、より広範に処罰を行うために立法されたのがまさに
妨害運転致死傷罪であるといえる。
　妨害運転致死傷罪の客観的成立要件は規範的な要素を多く含んでいるた
め、故意を認めるためにどの程度の認識が要求されることになるのかが問
題となるが
（43）
、立案当局は、この点につき、大きな事故になる蓋然性や衝突
回避の困難性という評価自体の認識が必要とされるわけではなく、これら
を基礎づける事実、つまり、「通行中の人又は車に著しく接近し、かつ、
重大な交通の危険を生じさせる速度」での運転の認識があれば足りるとし
ている
（44）
。こうした説明がなされている背景には、前述のように、危険な運
転行為から死傷結果が生じた場合、当該死傷結果ないしその危険について
の故意を行為者に認めることが難しく、殺人罪はもちろん、傷害罪・傷害
致死罪での処罰も困難であったことから、妨害運転致死傷罪に関しては、
危険性に関する故意を要求せず、危険性を基礎づける事実、すなわち、妨
害運転行為の認識・認容があれば故意が認められるとすることで、そうし
た主観面での立証の問題を回避したいとの意図があったように思われる。
（43）　岡野光雄「危険運転致死傷罪」同『交通事犯と刑事責任』（成文堂、2007年）
241頁、松原・前掲注（27）72頁。
（44）　井上ほか・前掲注（ 3）72〜73頁。また、大塚・前掲注（25）664頁、岡野光
雄『刑法要説各論〔第 5版〕』（成文堂、2009年）26頁、川端博『刑法各論講義〔第
2 版〕』（成文堂、2010年）76頁、高橋・前掲注（26）80頁も参照。これに対して、
宮川基「危険運転致死傷罪の解釈論上の諸問題」現代刑事法53号（2003年）78頁
は、「その評価を基礎付ける事実の認識だけでは足りずその評価の認識も必要と解
すべきである」とする。
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このことは、他の類型の危険運転致死傷罪においても同様に当てはまる。
　しかし、危険運転致死傷罪は、悪質・危険な自動車の運転行為のうち、
重大な死傷事犯となる危険が類型的に極めて高い運転行為を処罰するため
に立法されたものであり
（45）
、生命・身体に対する危険が本罪の不法の中核を
なしているのであるから、それに対する故意を全く不要とすることはでき
ない
（46）
。そこで、前述のような立証の問題を回避するために危険運転致死傷
罪が立法されたということに鑑みれば、特定の被害者に対する侵害ないし
その具体的危険よりも緩やかに把握される危険についての故意を要求する
ということが考えられる。こうした解釈は、特定人の生命・身体に対する
侵害ないしその危険を問題とする殺人罪や傷害罪・傷害致死罪と危険運転
致死傷罪とでは罪質が異なるという点から基礎づけられる。
　立案当局によれば、危険運転致死傷罪は、第 1次的には人の生命・身体
を、第 2次的には交通の安全を保護法益とする
（47）
。これは、危険運転致死傷
罪の基本行為それ自体は道路交通法に違反しうるにとどまり、独立の処罰
規定は設けられてはいないものの、特定人に対する危険よりも広範な危険
を備えており、この点で、暴行とは異なるという意味で理解できる
（48）
。すな
わち、危険運転致死傷罪は、とりわけ往来妨害致死傷罪に類似して
（49）
、その
（45）　井上ほか・前掲注（ 3）55頁。
（46）　山口・前掲注（27）53頁は、「『死傷の結果を生じることはないだろう』との行
為者の軽信により、危険性の認識が否定されてはならない」が、「危険性の認識自
体が不要であると解されてはならない」とする。また、林・前掲注（26）62頁は、
危険運転致死傷罪の故意について、「本条によって類型化された不法内容の認識が
必要である」とする。
（47）　井上ほか・前掲注（ 3）55頁、56頁注（23）。
（48）　山口・前掲注（27）53頁。また、井田・前掲注（24）74頁も参照。
（49）　井田・前掲注（24）74頁注（80）。また、本庄武「危険運転致死傷罪における
危険概念」交通法科学研究会編『危険運転致死傷罪の総合的研究─重罪化立法の
検証』（日本評論社、2005年）115頁も参照。これに対して、長井圓「生命・身体へ
の過失犯と自動車危険運転致死傷罪」比較法雑誌45巻 1 号（2011年）213〜214頁
は、未遂犯処罰規定の有無を含む規定形式、抑止の必要性、危険性の内容の違いか
ら、危険運転致死傷罪と往来妨害（致死傷）罪との差異を強調するが、両罪が類似
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基本行為の部分においては道路の安全を保護の対象とする（抽象的）公共
危険犯として理解できる
（50）
。このように理解することで、特定人（妨害対象
者）に対して死傷結果またはその危険を生じさせる故意が認められない場
合であってもなお、そうした公共の危険の発生についての故意は否定され
ないとすることができる
（51）
。さらに、危険運転行為が特定人に対する暴行に
当たらない場合についても、暴行罪の結果的加重犯としての傷害罪・傷害
致死罪と同等の法定刑が定められているということも、危険運転致死傷罪
がまさに公共危険犯として重い処罰の対象となる実質を備えていることか
ら基礎づけることができる
（52）
。これらの点に、危険運転致死傷罪を特定人の
生命・身体に対する危険ではなく、不特定または多数の人の生命・身体に
対する危険を問題とする公共危険犯として理解することの意義がある
（53）
。
した公共危険犯であることは否定し得ない思われる。
（50）　本庄・前掲注（49）114頁以下、曽根威彦『刑法各論〔第 5 版〕』（弘文堂、
2012年）26頁、星周一郎「危険な運転による致死傷と危険運転致死傷罪・自動車運
転過失致死傷罪」法学会雑誌53巻 1 号（2012年）203頁。また、小島透「危険運転
致死傷罪の構造とその問題─『危険』の意義と処罰範囲限定機能─」岡山理科大学
紀要 B38号（2002年）45頁は、「交通システム全体に対するような危険はもとよ
り、交通に関与する人一般というような意味での一般的／抽象的な人に対する危険
では足りず、当該危険運転行為の現に『射程範囲内』にある、あるいは、『射程範
囲内』に入るであろう限定された範囲における個別的／具体的な人に対する危険で
なければならない」とする。これに対して、岡野光雄「『危険運転致死傷罪』に関
する一考察」研修648号（2002年） 5 頁は、「二次的にせよ、交通の安全を保護法
益と解すると、この点を重視して基本行為が把握されることにもなり、その限定・
類型化が緩やかになるおそれが生ずる」とするが、これまで論じてきたように、と
りわけ故意についてそうした緩やかな把握を可能とする点に本罪を立法した意図が
あったように思われる。
（51）　伊東・前掲注（24）43〜44頁。
（52）　佐伯・前掲注（12）72頁、橋爪隆「危険運転致死傷罪・自動車運転過失致死傷
罪」山口厚＝甲斐克則編『21世紀日中刑事法の重要課題』（成文堂、2014年）118
頁。
（53）　中森喜彦『刑法各論〔第 4版〕』（有斐閣、2015年）29頁は、危険運転致死傷罪
が「公共危険犯の性格を持つとする理解もあるが、公共危険の惹起が処罰対象でな
い以上、その主張に大きな意味はない」とするが、本罪を公共危険犯と理解するこ
とではじめて傷害罪・傷害害致死罪により補足できない類型の処罰が可能となるの
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第 2節　限定要素としての「通行を妨害する目的」
　危険運転致死傷罪一般に公共危険犯的性格を認めることは、一方では、
傷害罪・傷害致死罪によって処罰できない場合についても危険運転致死傷
罪の成立を認めることを可能とするが、他方で、妨害運転致死傷罪に関し
ては、自動車の運転行為について広範に暴行罪の成立を認める場合と同様
の問題を生じさせる。すなわち、特定人の生命・身体に対する侵害ないし
その危険についての故意が必要でないとすると、例えば、車線変更をする
ために隣の車線を走行する車の直前に侵入したというような日常的な運転
行為から死傷結果が生じた場合についても妨害運転の故意が認められ、妨
害運転致死傷罪の成立が認められることになりかねない。そこで、妨害運
転致死傷罪においては、成立範囲を限定するために、さらに主観的成立要
件として「通行を妨害する目的」が要求されている。
　目的犯における目的の解釈は、その犯罪ごとに個別的検討が必要となる
ところ
（54）
、立案当局によれば、「通行を妨害する目的」とは、「相手方に自車
との衝突を避けるために急な回避措置をとらせるなど、相手方の自由かつ
安全な通行を妨げることを積極的に意図すること」をいい、「これらにつ
いての未必的な認識、認容があるだけでは足りない
（55）
」。そして、「例えば、
何らかの事情でやむなく走行車線を変更し、他の車両の直前に侵入したた
めに衝突した場合や、交差点で直進車両の前を横切って右折する際に、場
合によっては当該車両に急ブレーキを踏ませることになるかもしれないと
考えていた場合等においては、『通行を妨害する目的』は認められないこ
とになる
（56）
」として、通行妨害目的を要求することで日常的な運転行為から
であるから、公共危険犯的性格に言及することには実質的な意味があると思われ
る。
（54）　目的犯一般については、伊藤亮吉『目的犯の研究序説』（成文堂、2017年） 1
頁以下参照。
（55）　井上ほか・前掲注（ 3）71頁。
（56）　井上ほか・前掲注（ 3）71〜72頁。
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死傷結果が生じた場合については妨害運転致死傷罪の適用が排除されるこ
とが示されている。
　まず、立案当局が明示するように、妨害運転の「積極的意図」がある場
合に通行妨害目的が認められるということについて異論はなく、従来の裁
判例においても、積極的意図の観点から通行妨害目的が認められてきた
（57）
。
　これに対して、立案当局は未必的な認識・認容では足りないとするにと
どまり、「確定的認識」がある場合について通行妨害目的が認められるか
は明らかにしていなかったところ、東京高判平成25年 2 月22日高刑集66
巻 1 号 3 頁は、「『人又は車の通行を妨害する目的』とは、人や車に衝突等
を避けるため急な回避措置をとらせるなど、人や車の自由かつ安全な通行
の妨害を積極的に意図することをいうものと解される。しかし、運転の主
たる目的が上記のような通行の妨害になくとも、本件のように、自分の運
転行為によって上記のような通行の妨害を来すのが確実であることを認識
して、当該運転行為に及んだ場合には、自己の運転行為の危険性に関する
認識は、上記のような通行の妨害を主たる目的にした場合と異なるところ
がない。そうすると、自分の運転行為によって上記のような通行の妨害を
来すのが確実であることを認識していた場合も、同条項にいう『人又は車
の通行を妨害する目的』が肯定されるものと解するのが相当である。」と
して、確定的認識がある場合にも通行妨害目的が認められるとした。この
点については、積極的意図と確定的認識は意的要素の有無という点で異な
るため、意的要素を備える積極的意図がある場合にのみ妨害運転致死傷罪
の成立を認める見解も主張されている
（58）
。
（57）　横浜地横須賀支判平成15年 7 月 8 日裁判所HP、東京高判平成16年 4 月13日判
時1890号156頁、東京高判平成16年 4 月15日判時1890号158頁、静岡地判平成18年 8
月31日判タ1223号306頁、広島高判平成20年 5 月27日高刑速（平20）号224頁。
（58）　伊藤・前掲注（ 2）328頁、岡本昌子「判批」法学教室401号別冊付録（判例セ
レクト2013［Ⅰ］）（2014年）32頁。西田・前掲注（31）58頁は、「『妨害する目的』
とは、動機であり、相手方に衝突を避けるための急な回避措置をとらせるなど、相
手方の自由かつ安全な通行の妨害を積極的に意図することをいう」として、意的側
面を強調する（川端博ほか「危険運転致死傷罪を新設する刑法の一部改正をめぐっ
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　確かに、積極的意図と確定的認識は意的要素の点で理論上は区別しうる
が、確定的認識が認められる場合については、実際上は基本的に積極的意
図が認められ
（59）
、どちらの立場を採用しても、結論において大きな違いは生
じないように思われる。実際に、立案当局が挙げる「何らかの事情でやむ
なく走行車線を変更し、他の車両の直前に侵入した」場合について、通行
妨害目的を積極的意図に限定する立場からは、積極的意図が認められない
ことを理由として処罰範囲から除外され
（60）
、確定的認識でもよいとする立場
からは、確定的認識があることから通行妨害目的は認められるが緊急避難
が認められる限りで不処罰となるとされており
（61）
、いずれの立場からも不処
罰という帰結が導かれている。
　むしろ問題なのは、「本件罪の通行妨害目的には、人又は車の自由かつ
安全な通行を妨げることを積極的に意図する場合のほか、危険回避のため
やむを得ないような状況等もないのに、人又は車の自由かつ安全な通行を
妨げる可能性があることを認識しながら、あえて危険接近行為を行う場合
て」現代刑事法36号（2002年）87頁〔西田典之発言〕も参照）。また、「匿名解説」
判例タイムズ1395号（2013年）369頁は、「『相手の自由かつ安全な通行の妨害を来
すのが確実であることを認識している』ことのほか、『他に安全な運転が可能であ
るのに、あえて当該危険な運転に及んだ』ことが必要であるという解釈を付加した
方が、『目的』の文言により適合するといえたかもしれない」とする。
（59）　松宮・前掲注（ 2）344頁は、「確定的認識」が「意図」と同列に扱われてきた
のは、「意図した事態が実現すれば（ほぼ）必然的に付随結果も発生することを認
識している場合には、行為者は付随結果も意図したものとみなす」ことになるから
であるとする。また、島戸・前掲注（ 2）35頁は、「確定的な認識が認定できれば
直ちに妨害目的を認定することができるというためには、現時点において、なお裁
判例の集積としてまだ十分なものではないように思われ……、意思的要素を中心に
総合評価することをまず先行して検討することが望まれるように思われる」とす
る。
（60）　伊藤・前掲注（ 2）328頁。また、後述の大阪高判平成28年12月13日高刑集69
巻 2 号12頁も参照。
（61）　吉川崇「判批」警察学論集67巻 4 号（2014年）182頁、松宮・前掲注（ 2）356
頁。また、岡部雅人「判批」愛媛法学会雑誌41巻 1 ・ 2 号（2015年）159頁、伊藤
亮吉「判批」『平成29年度重要判例解説』（有斐閣、2018年）166頁も参照。
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も含むと解するのが相当である」として、通行妨害に関して未必的認識・
認容しかない場合であっても通行妨害目的を認めうるとした大阪高判平成
28年12月13日高刑集69巻 2 号12頁である。
　本判決においてこうした解釈を示すにあたり、裁判所は、「本件罪にお
いて通行妨害目的が必要とされたのは、外形的には同様の危険かつ悪質な
行為でありながら、危険回避等のためやむなくされたものを除外するた
め」であることを指摘するが
（62）
、立案当局も説明するように、そうした場合
はあくまで一例にすぎない。自動車の運転行為から死傷結果が生じた場合
の処罰を考えるにあたって重要なのは、上述のように、日常的な運転行為
から死傷結果が生じた場合をいかに処罰対象から除外するかであり、この
ことは、立案当局が「交差点で直前車両の前を横切って右折する際に、場
合によっては当該車両に急ブレーキを踏ませることになるかもしれないと
考えていた場合」を処罰対象から外すことを意図していたことにも表れて
いる。しかし、本判決のように未必的な認識・認容で足りるとすれば、こ
うした日常的な運転行為についても妨害運転目的が肯定され、死傷結果が
生じた場合には妨害運転致死傷罪の成立が認められるおそれがある。そう
した日常的な運転行為から死傷結果が生じた場合を処罰対象から除外し、
適切な処罰範囲を確保するためには、通行妨害目的の内容として通行妨害
に関する積極的意図ないし確定的認識を必要とすべきである
（63）
。
（62）　また、本判決は、「確定的認識と未必的認識は、認識という点では同一であ
り、ただその程度に違いがあるにとどまるに過ぎない上、その判定は、……当時の
状況等から認識自体を推認しなければならない場合には、甚だ微妙なものにならざ
るを得ないから、そのような認識の程度の違いによって犯罪の成否を区別すること
が相当とも思われない。」ともするが、この点については、「一方において『確定的
認識』に対する無理解に基づくものであるとともに、他方において『目的犯』とい
うカテゴリー自体を否定する主張であって、解釈論としては到底是認できるもので
はない」（松宮・前掲注（ 2）356〜357頁）との正当な批判が向けられている。ま
た、伊藤・前掲注（61）166頁も参照。
（63）　現時点において、本判決について肯定的な意見はみられない。伊藤・前掲注
（61）165頁以下、松宮・前掲注（ 2）339頁以下、古川伸彦「あおり運転と危険運
転致死傷罪」刑事法ジャーナル60号（2019年）14頁注（31）参照。また、島戸・前
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第 4章　妨害運転致死傷罪における因果関係
　以上の検討においては、妨害運転致死傷罪と暴行罪およびその結果的加
重犯としての傷害罪・傷害致死罪との比較が有益な視座を提供してきたと
いえるが、妨害運転致死傷罪における因果関係の問題についてもこうした
比較が行われてきた。例えば、井田良は、「本罪〔危険運転致死傷罪：筆
者注〕では、類型化された 6 つの危険運転行為のもつ、それぞれの特定
の危険が結果として直接に実現することが必要である（この点において、
およそ故意の暴行行為が認められる限り、それを原因として死傷結果が発生す
れば足りると一般に解されている傷害罪・傷害致死罪とは異なる）
（64）
」として、
暴行の結果的加重犯としての傷害罪・傷害致死罪における因果関係より
も、（妨害運転致死傷罪を含む）危険運転致死傷罪における因果関係の方
が、厳格に解されることを指摘している。
　危険運転致死傷罪における因果関係のこうした厳格な解釈が採用される
べきか否か、そして、採用されるとすれば、妨害運転致死傷罪においてい
かなる場合に因果関係が肯定されることになるのかについては検討の余地
がある。以下では、危険運転致死傷罪の罪質およびその因果関係に関する
立案当局の説明を端緒として、この点について検討を行う。
第 1節　立案当局の説明
第 1款　危険運転致死傷罪の罪質
　まず、危険運転致死傷罪は、基本行為たる危険運転行為が刑法典や自動
車運転処罰法上は独立して処罰の対象となっていないという特殊性がある
掲注（ 2）43頁は、本件において、「相手方車両の自由かつ安全な通行を妨げるこ
とを積極的に意図していたとして、妨害目的を認定することも可能である」とす
る。
（64）　井田・前掲注（24）75頁注（84）。
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点で従来の結果的加重犯と全く同様ではないものの
（65）
、すでに述べたよう
に、暴行罪の結果的加重犯としての傷害罪・傷害致死罪に類似した犯罪類
型として、危険運転行為を基本行為として死傷結果が生じた場合を結果的
加重犯の形式で処罰するために立法されたものである。
　これに対して、危険運転致死傷罪が、従来過失犯として処罰されてきた
自動車の運転行為のうち、特に悪質で危険な行為を特に重く処罰するため
に立法されたものであることに着目して、危険運転致死傷罪は結果的加重
犯ではなく特別に加重された過失犯として理解する見解
（66）
も主張されてい
る。確かに、危険運転致死傷罪にそうした側面があることは否定できない
が
（67）
、規定形式からみて本罪が結果的加重犯であることは明らかであり
（68）
、ま
た、加重類型と位置づけるとしても、あくまで過失犯であるものに対して
傷害罪・傷害致死罪と同等の法定刑を科すことが正当化されうるかは疑わ
しい
（69）
。そのため、危険運転致死傷罪は、やはり結果的加重犯として把握さ
れるべきであろう。
第 2款　加重結果に対する過失の要否
　次に、判例によれば、結果的加重犯の成立には実行行為と加重結果との
間の因果関係があれば足り、加重結果につき過失は必要でないとされてき
（65）　岡野・前掲注（50） 4 〜 5 頁、板倉宏『刑法各論』（勁草書房、2004年）36頁、
大塚・前掲注（25）661頁、松原・前掲注（18）53頁注（ 1）。
（66）　古川伸彦「危険運転致死傷罪は結果的加重犯の一種ではない」長井圓先生古
稀記念『刑事法学の未来』（信山社、2017年）276頁以下。また、中森・前掲注
（53）29頁は、「危険運転致死傷罪は、実質的には、業務上過失致死傷の重大な場合
である」とし、佐久間修『刑法各論〔第 2 版〕』（成文堂、2012年）48頁も、「形式
的には、自動車事故にともなう業務上過失致死傷罪の特別加重類型という位置づけ
が相当である」とする。
（67）　曽根・前掲注（11）48頁。
（68）　岡野・前掲注（50） 4 頁。また、岡野・同 4〜 5頁は、危険運転致死傷罪が過
失犯の加重類型ではない根拠として、立法された当初、本罪が刑法典において「過
失傷害の罪」の章ではなく、「傷害の罪」の章に置かれたことを指摘する。
（69）　松原・前掲注（18）53頁注（ 1）。
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た
（70）
。これを受けて、立案当局は、結果的加重犯である危険運転致死傷罪に
も同様のことが妥当するとして、危険運転致死傷罪の成立を認めるために
加重結果につき過失は必要でないとしている
（71）
。
　これに対して、通説は、他の結果的加重犯と同様に、危険運転致死傷罪
についても責任主義の観点から加重結果につき過失を必要としている
（72）
。さ
らに、この点については、前述したように、危険運転致死傷罪は、従来過
失犯として処罰していたものの中から特に悪質で危険な行為を特に重く処
罰するために創設されたものであるため、加重結果につき過失を不要とす
ると、本来過失犯として処罰されない行為を本罪で処罰することになり、
立法経緯に反するとして、加重結果につき過失を不要とすることから生じ
る本罪に固有の問題も指摘されている
（73）
。これらの点に鑑みれば、少なくと
も理論的には、加重結果につき過失が要求されるべきであると思われる。
　もっとも、危険運転致死傷罪の故意が認められる場合には、死傷結果発
生の予見可能性という意味での過失が原則として認められるため
（74）
、（抽象
的）法定的符合説を採用する判例の立場から
（75）
、加重結果につき過失を要求
することで危険運転致死傷罪の成立が限定される場合は実際には考えられ
ないだろう
（76）
。
（70）　最判昭和26年 9 月20日刑集 5巻10号1937頁。
（71）　法制審議会において、立案当局から、「結果の発生に対する過失の要否につき
ましても、従来の判例に従うのが相当であろうと考えているところでございます。」
との説明がなされている。「法制審議会刑事法（自動車運転による死傷事犯関係）
部会第 3回会議議事録」参照。
（72）　大塚・前掲注（25）661頁、山口・前掲注（27）54頁など。
（73）　島田・前掲注（25）57頁注（ 3）、井田・前掲注（24）75頁。
（74）　大塚・前掲注（25）661頁、星周一郎「危険運転致死傷罪における故意・過失
の意義とその認定」刑事法ジャーナル26号（2010年） 9〜10頁参照。
（75）　最判昭和53年 7 月28日刑集32巻 5 号1068頁。また、過失犯に関して、最決平成
元年 3月14日刑集43巻 3 号262頁。
（76）　これに対して、曽根・前掲注（11）48頁は、このようにして認められる「予見
可能性の程度はかなり抽象的なもの（例えば漠然とした不安感）でも足りる、とい
うことにならざるをえないであろう」とする。
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第 3款　立案当局の設例と結果回避可能性
　そのため、死傷結果との関係で処罰の限定要素となりうるのは、危険運
転行為と死傷結果との間の因果関係だけだということになる。実行行為に
よって創出された危険が結果に実現されたといえる場合に因果関係を認め
る現在の判例
（77）
に従えば、危険運転致死傷罪についても、その因果関係を認
めるためには危険運転行為によって創出された危険が死傷結果に実現した
といえなければならない。判例が危険の現実化論を明示的に採用する以前
の、危険運転致死傷罪の立法当初から、危険運転致死傷罪の成立を認める
ためにはそうした危険実現連関が必要であるとされてきたのは、危険運転
致死傷罪が、重大な死傷事犯となる危険が類型的に極めて高い運転行為に
限定して傷害罪・傷害致死罪に準じた重い法定刑による処罰を実現するた
めに立法された以上は、そうした危険が実現したといえなければならない
と考えられてきたことによる
（78）
。
　実際に、立案当局も、因果関係の判断に際して危険運転行為の危険性が
考慮されることを示唆しており、「自動車の直前への歩行者の飛び出しに
よる事故など、当該交通事故の発生が運転行為の危険性とは関係ないもの
については、因果関係が否定されることになる
（79）
」としている。もっとも、
ここで挙げられている事例の状況や因果関係が否定される根拠に関して具
体的な説明がなされていないことから
（80）
、この場合にいかなる観点から因果
関係が否定されることになるのかが議論されてきた
（81）
。
（77）　例えば、日航ニアミス事件（最決平成22年10月26日刑集64巻 7 号1019頁）、三
菱自工タイヤ脱輪事件（最決平成24年 2 月 8日刑集66巻 4 号200頁）など。
（78）　この点を指摘するものとして、例えば、大山邦士「判批」研修697号（2006
年）19頁、橋爪隆「危険運転致死傷罪の解釈について」法曹時報69巻 3 号（2017
年） 6頁など。
（79）　井上ほか・前掲注（ 3）61頁。
（80）　中森・前掲注（53）31頁注（41）。
（81）　例えば、西田・前掲注（31）54頁は、「理論的には過失が存在しないという解
釈もありえよう」とするが、前述のように、危険運転の故意が認められる場合には
死傷結果発生の予見可能性という意味での過失が常に認められるため、この場合に
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　現在では、この場合に因果関係が認められないのは、結果回避可能性が
ないためであるということで概ね一致をみている。すなわち、適法な運転
行為の代置、つまり、危険運転行為ではなく、適法な運転行為を行ってい
たとしても同一の結果が生じたといえる場合には、結果回避可能性がない
ことから因果関係が否定されることになり、上述の事例においては、歩行
者が突然飛び出してきたため、適法な運転行為であったとしても同一の結
果が生じたであろう場面が想定されていると整理されている
（82）
。結果回避可
能性は、従来、基本的には不作為犯
（83）
や過失犯
（84）
において問題とされてきた
が、それは不作為犯や過失犯の場合には類型的に結果回避可能性が問題と
なりやすいだけであり、理論的には、故意作為犯の場合においても因果関
係の問題として結果回避可能性が問題となりうるため
（85）
、危険運転致死傷罪
における因果関係の問題に関しても上述のような形でその有無が検討され
ることになる
（86）
。
　結果回避可能性の問題に関しては、危険運転致死傷罪の重い処罰を基礎
づけている危険運転に固有の危険が死傷結果に実現していなければならな
いとする立場から、適法な運転行為の代置ではなく、危険運転行為に至ら
ない通常の道路交通法違反行為が代置されなければならないとする見解も
主張されている
（87）
。確かに、後述するように、危険運転行為と死傷結果との
も、少なくとも予見可能性がないという意味で過失がないということはできないで
あろう（林・前掲注（26）63頁）。
（82）　林・前掲注（26）62〜63頁、前田厳「判解」『最高裁判所判例解説刑事篇（平
成18年度）』（法曹会、2009年）219頁注（19）、橋爪・前掲注（78） 7 頁以下、島
戸・前掲注（ 2）24頁。また、佐伯・前掲注（12）74頁も参照。
（83）　最決平成元年12月15日刑集43巻13号879頁。
（84）　代表的なものとして、大判昭和 4年 4月11日新聞3006号15頁、最判平成 4年 7
月10日判時1430号145頁、最判平成15年 1 月24日判時1806号157頁。
（85）　山口厚『刑法総論〔第 3版〕』（有斐閣、2016年）57頁参照。
（86）　前田（厳）・前掲注（82）219頁注（19）、橋爪・前掲注（78） 8 頁参照。
（87）　井田良「危険運転致死傷罪の立法論的・解釈論的検討」法律時報75巻 2 号
（2003年）35頁、内田浩「危険運転致死傷罪再考─ドイツ刑法を参考にした本罪
の因果関係を中心として─」神奈川法学43巻 1 号（2010年）29頁。
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間の危険実現連関を判断する際には、危険運転行為に固有の危険がまさに
死傷結果に実現したといえるかが問題となりうる。しかし、結果回避可能
性というのは、そうした危険実現連関とは異なる観点から因果関係を否定
するものであるのだから、こうした見解は、危険の現実化の問題と結果回
避可能性の問題を混同するものであって採用し得ないだろう
（88）
。結果回避可
能性の判断に際しては、あくまでも適法な運転行為が代置されるべきであ
る。
第 2節　危険運転致死傷罪における危険の現実化の意義
　以上のように、結果回避可能性が認められない場合には危険運転行為と
死傷結果との間の因果関係が認められないが、危険の現実化論を採用する
判例の立場からは、結果回避可能性が認められる場合であっても、危険運
転行為の危険が死傷結果に実現したといえない場合にはなおも両者の間の
因果関係が否定されうる。
　もっとも、この点に関しては、立案当局が、上記設例を用いて、危険運
転行為と死傷結果との間の因果関係が否定されるのは結果回避可能性がな
い場合だけであり、それ以外の場合には因果関係は否定されないことを示
しているとする見解もある
（89）
。確かに、従来の判例によれば、因果関係が否
定されることはほとんどなく
（90）
、それが危険運転致死傷罪についても同様に
妥当するとすれば、危険の現実化の観点から因果関係が否定されることは
実際上ほとんどないとする理解もあり得なくはない。
　しかし、理論上は、危険の現実化という観点から因果関係が否定される
場合が全くないということはできない。さらに、刑法典に規定される傷害
罪、傷害致死罪、殺人罪、過失致死傷罪などが、実行行為をほとんど限定
（88）　橋爪・前掲注（78） 9 頁。
（89）　前田（厳）・前掲注（82）212頁、219頁注（19）。
（90）　著名な否定例としては、最決昭和42年10月24日刑集21巻 8 号1116頁（米兵ひき
逃げ事件）があるのみである。
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することなく人の生命・身体に対する侵害一般を禁止しているのとは対照
的に、重大な死傷事犯となる危険が類型的に極めて高い運転行為に限定し
て、傷害罪・傷害致死罪に準じた重い法定刑による処罰を実現するために
立法された危険運転致死傷罪は、その立法趣旨に照らして、各類型の実行
行為を具体的に定めることで、一定の行為態様による人の生命・身体に対
する危険の発生を禁止しているのであるから、それに応じて、危険の現実
化の判断もまた、厳格に解されることになるように思われる。
　危険運転致死傷罪における因果関係のこうした厳格な解釈は、従来、故
意の基本犯と加重結果に関する過失犯の観念的競合よりも重く処罰される
結果的加重犯一般について、そうした重い処罰を正当化するためには基本
行為に固有の危険が結果に直接実現しなければならないとする危険性説
（91）
の
立場から、それを危険運転致死傷罪の場合にも応用するという形で主張さ
れてきた
（92）
。そのため、危険性説の立場を採用していない判例の立場から
は、危険運転致死傷罪における因果関係を厳格に把握する立場をとる必要
はないと思われるかもしれない。
　しかし、実行行為の危険性に着目して因果関係を厳格に捉える解釈は、
危険性説のみから導かれるものではない。因果関係一般を危険の現実化論
に基づいて判断すべきであるとしても、刑罰法規ごとに問題となる危険や
保護の対象が異なる以上、危険の現実化の在り方というのは犯罪ごとに異
なりうる
（93）
。より具体的にいえば、条件関係のような単純な事実的連関を問
（91）　例えば、井田良『講義刑法学・総論〔第 2 版〕』（有斐閣、2018年）245頁。ま
た、丸山雅夫『結果的加重犯論』（成文堂、1990年）230頁以下、内田浩『結果的加
重犯の構造』（信山社、2005年）101頁以下、榎本桃也『結果的加重犯論の再検討』
（成文堂、2011年）70頁以下も参照。
（92）　危険運転致死傷罪についてこうした理解を採用するものとして、井田・前掲注
（87）34〜35頁、内田・前掲注（87）17頁以下（同・前掲注（91）329〜330頁も参
照）。
（93）　例えば、最決平成15年 7 月16日刑集57巻 7 号950頁（高速道路侵入事件）は、
被告人らから執ような暴行を受けた被害者が高速道路に侵入して轢過されて死亡し
た場合について、暴行と死亡結果との間の因果関係を認め、傷害致死罪の成立を肯
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題とするのではなく、「危険の現実化」という形で実行行為に内在する危
険性にも着目して因果関係判断を行う以上は、問題となる構成要件の射程
や規範の保護範囲（目的）
（94）
、つまり、その刑罰法規がどのような危険の発
生を防止し、あるいは、どのような場合を処罰することを念頭に立法が行
われているかという観点が、因果関係判断にも影響を及ぼすように思われ
る。
　このような観点から本稿が検討対象とする妨害運転致死傷罪における危
険の現実化の判断基準を検討すると、妨害運転致死傷罪は、妨害対象へ接
近する妨害運転行為を行うことで、妨害対象と衝突して死傷結果が発生す
る危険、あるいは、そうした衝突を避けるために行われた自己または妨害
対象の回避行動によって生じる死傷結果発生の危険を防止しようとしてい
るのであるから、妨害運転行為と死傷結果との間の因果関係を認めるため
には、そのような危険が死傷結果に現実化したといえなければならない。
例えば、妨害運転行為を行い、「相手の車に衝突して死傷者が出た場合は
もちろん、相手方が衝突を避けようとして障害物に衝突して死傷した場
合、さらに、相手方が衝突を避けようとして他の車と衝突し、他の車の乗
員に死傷者が出た場合
（95）
」については、妨害運転致死傷罪が想定する危険が
死傷結果に現実化したといえるため、妨害運転行為と死傷結果との間に因
果関係が認められるだろう。
　このような観点から妨害運転致死傷罪における因果関係をめぐる裁判例
や学説に目を向けると、判例においては因果関係が広く認められすぎてお
り、他方で、学説においては因果関係が限定されすぎているように思われ
定したが、仮に、当初の暴行が殺人の故意をもってなされた場合であっても同様に
因果関係を認め、殺人既遂罪の成立が肯定されることになるかは疑わしいように思
われる（松原芳博『刑法総論〔第 2 版〕』（日本評論社、2017年）85頁注（48）参
照）。また、そもそも、傷害致死罪がこうした因果経過を処罰の対象としているか
については再考されなければならないように思われる（同85〜86頁参照）。
（94）　高橋則夫『刑法総論〔第 4版〕』（成文堂、2018年）135頁。
（95）　佐伯・前掲注（12）74頁。
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る。以下では、上記理解を前提に、裁判例や学説を手がかりとして、いか
なる場合に妨害運転致死傷罪における危険の現実化が認められるかについ
て、類型ごとに具体的検討を行う
（96）
。
第 3節　妨害運転致死傷罪における危険の現実化の具体的検討
第 1款　妨害対象以外の客体に対する結果の発生
　妨害運転致死傷罪における因果関係が否定される場合としてまず挙げら
れているのが、自動車の直前に侵入したところ行為者がその存在を認識し
ていなかった歩行者に衝突して死亡させた場合である
（97）
。妨害運転致死傷罪
が処罰しようとしているのは、通行を妨害される人または車との関係にお
ける危険であり、この場合、妨害の対象となっていなかった人を死亡させ
たにすぎないため、本罪は成立しないとする見解がある
（98）
。ここで問題とな
っている事例の具体的状況や「通行を妨害される人または車との関係にお
ける危険」の意義は必ずしも明らかでないが、これが、妨害対象以外に自
車が衝突した場合に一律に妨害運転致死傷罪の成立を否定する趣旨であれ
ば妥当でない。
　上述のように、妨害運転致死傷罪が問題とする危険には、自車を人また
は車に著しく接近させたことにより、自己または相手方が行うこととなっ
た回避行動から生じた事故の危険が含まれる。そして、この危険には、妨
害運転行為の結果として妨害対象者がハンドル操作を誤って事故が生じた
場合だけでなく、行為者が自車の操作を誤って事故を発生させる危険も含
まれる。そのため、妨害運転行為の結果、相手方がハンドル操作を誤って
他車に衝突し、その車の乗員を死亡させた場合について妨害運転致死傷罪
の成立が認められるのと同様に、行為者自身がハンドル操作を誤って妨害
（96）　妨害運転致死傷罪における因果関係について、判例をもとに詳細な分析を加
えるものとして、島戸・前掲注（ 2）24頁以下。
（97）　佐伯・前掲注（12）74頁。
（98）　佐伯・前掲注（12）74頁。また、井田・前掲注（87）35頁も同旨。
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対象でない他車に衝突し、その車の乗員を死亡させた場合についても本罪
の成立が認められる
（99）
。両者の場合で結論を分けることに合理的理由を見出
すことはできない。
　そのため、先に挙げた事例において因果関係が否定されるべきであると
しても、その理由は、妨害対象者への衝突でもなく、また、妨害対象に接
近したことにより行われた自己または妨害対象の回避行動に伴って生じた
事故でもないということに求められる。もちろん、歩行者が突然飛び出し
たために事故が生じたといったような、結果回避可能性が認められない場
合や、結果回避可能性が認められないとまではいえないとしても、以下で
みるように、歩行者の介入が極めて異常である場合、あるいは、妨害運転
行為とは無関係の行為者自身の過失行為（例．わき見運転行為）からもっ
ぱら事故が発生したという場合にも、因果関係が否定されうる。
第 2款　過失行為の介在
　次に問題となるのは、危険運転行為と直接には関係しない他の過失行為
が介在して死傷結果が生じた場合、例えば、危険運転行為の際に同時にわ
き見運転もしていたために事故が発生したという場合である。
　立案当局が、こうした事例について因果関係を認めることができると説
明したのに対して
（100）
、危険実現連関を厳格に捉える立場からは、そうした介
在する過失行為と危険運転行為との間に因果関係があるといえなければ、
危険運転行為の危険が結果に実現したといえないため、危険運転致死傷罪
の成立を否定すべきとする見解が主張されている
（101）
。確かに、危険運転行為
（99）　妨害運転行為を行った結果、行為者自身が自車を操縦不能に陥らせて、妨害対
象でなかった第三者の自動車に衝突させた場合につき因果関係を認めたものとし
て、千葉地判平成23年 9 月21日公刊物未登載、東京地判平成25年10月 2 日公刊物未
登載（島戸・前掲注（ 2）20頁、25頁参照）。
（100）　「法制審議会刑事法（自動車運転による死傷事犯関係）部会第 2回会議議事録」
参照。
（101）　宮川・前掲注（44）77頁、本庄・前掲注（49）116〜117頁、内田・前掲注
（87）18頁。また、曽根・前掲注（11）49頁も参照。
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とは無関係の過失行為のみ
4 4
から死傷結果が生じた場合には、危険運転行為
と死傷結果との間の因果関係は否定されるべきである。しかし、危険運転
行為とそれと関係しない過失行為とが相まって事故が発生したような場合
に、介在するそのような過失行為が危険運転行為によって誘発されていな
ければならないとすることは、過度の要求である。実際上、交通事故は、
行為者自身や他の交通参加者の過失行為などの様々な要因が介在して生じ
うるものであるため、介在するすべての要因が行為者の危険運転行為に誘
発されたものでなければ因果関係が認められないとするのは、非現実的で
ある。
　判例においてもそのような理解は採用されておらず、結果発生の原因の
一部をなした介在事情が行為者の実行行為から誘発されたものではない場
合についても、何らかの事象が介入した場合に結果が発生するような危険
な状況が実行行為によって作出されている場合には、実行行為と生じた結
果との間の因果関係が認められている
（102）
。また、学説においても、実行行為
の危険性が結果に直接実現した場合（直接型）や、実行行為の危険性が結
果の直接的原因となった介在行為を通じて結果に間接的に実現した場合
（間接型）のような一般に危険の現実化が認められるとされている類型
（103）
に
加えて、こうした類型が第 3の危険実現類型として分類され、介在行為が
行われることが通常ありうるといえる限りで因果関係を認めることができ
るとされている
（104）
。そうだとすれば、危険運転致死傷罪に関しても、危険運
転行為によって事故が生じやすい特定の状況が作り出され、そうした状況
（102）　最決平成18年 3 月27日刑集60巻 3 号382頁（トランク監禁事件）がこれに当た
る。また、大判大正12月 4 日30日刑集 2 巻378頁（砂末吸引事件）もこうした類型
に分類することができると思われる。
（103）　橋爪隆「危険の現実化としての因果関係（ 1）」法学教室403号（2014年）90
頁、山口・前掲注（85）61頁など。
（104）　「『お膳立て』類型」（杉本一敏「因果関係・不作為犯」法学教室442号（2017
年）14頁）、あるいは、「行為者の設定した危険状況が、結果発生に結びついている
場合」（島田聡一郎「相当因果関係・客観的帰属をめぐる判例と学説」法学教室387
号（2012年）11頁）と分類されているものがこれに当たる。
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で介在行為が行われたという場合には、それが危険運転行為に誘発された
か否かにかかわらず、それが通常ありうる介在行為である限りで、因果関
係を認めることに問題はない
（105）
。
　妨害運転致死傷罪に関していえば、自車および他車が互いに著しく接近
することにより、衝突ないし回避行動によって事故が発生しうるような危
険な状況が作り出され、現に、そうした状況において何らかの行為が介在
したために事故が発生したような場合であれば、そうした介入が通常あり
うるといえる限りで、妨害運転行為によって介在行為が誘発されたか否か
にかかわらず、妨害運転行為と結果との間の因果関係を肯定することがで
きるだろう。例えば、相手方の自動車の直前に侵入し、相手方車両が接触
を避けるために急停止したところ、その直後に車間距離を十分にとってい
なかった、あるいは、前方を注視していなかった後続車がそれに衝突した
という場合にも、妨害運転行為と結果との間の因果関係が認められること
になる。
第 3款　妨害運転行為と事故発生との間の時間的・場所的離隔
第 1項　妨害運転から逃れる途中での事故
　さらに、妨害運転行為と事故発生との間に時間的・場所的離隔が認めら
れる場合に、因果関係が肯定されるかが問題とされている。
　時間的・場所的離隔を伴う類型として、まず、妨害運転から逃れるため
に被害者が自動車を加速させて逃走したところ、心理的動揺からハンドル
操作を誤って事故を起こしたという場合がある。自車を相手車両に著しく
接近させたところ、相手方が衝突を避けようとして事故を起こした場合に
因果関係が認められることに鑑みれば、妨害運転致死傷罪においては、妨
害運転行為によって自動車の操縦ミスが誘発されるという危険実現連関が
想定されているといえるため、妨害運転行為と事故発生との間に一定の時
（105）　橋爪・前掲注（78）15頁。また、佐伯・前掲注（12）74頁、前田（厳）・前掲
注（82）221頁注（23）。
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間的・場所的離隔が認められる場合であっても、操縦ミスが妨害運転によ
って誘発されたといえる限りで、妨害運転致死傷罪の成立を認めることが
できる
（106）
。
　判例もこうした立場を採用している。例えば、東京高判平成20年 1 月22
日LLI/DB06320262は、被告人車両のあおり運転から逃れるために時速約
100kmで走行し、被告人車両の位置を最後に認識した地点から約229m離
れた地点で事故を起こした事案につき、また、徳島地判平成23年 3 月28日
LLI/DB06650161は、被告人の妨害運転行為の結果、被告人の自動車に追
突され（この時点で被告人車両は走行不能となった）、驚愕した被害者が自動
車を加速させて逃走したところ、追突地点から約227m離れた地点で事故
を起こした事案につき、妨害運転行為と死傷結果との間の因果関係を認め
ている。後者の事例においては、事故の時点で被告人車両が追跡不能とな
っていたが、これによって因果関係判断は左右されず、自動車の速度を踏
まえれば、時間的・場所的離隔が比較的小さい事案であったといえ、妨害
運転行為から事故が生じたということができる
（107）
。
第 2項　妨害運転行為後の停車行為と後続車の衝突
　次に、妨害運転行為を原因として相手車両が停車し、停車行為を一定時
間継続した結果、後続車両が衝突して事故が発生したような場合に、妨害
運転行為と事故発生との間に因果関係を認めることができるのかが問題と
なる。東名あおり運転事件においては、まさにこうした類型について因果
関係が認められるかが争われた。
　裁判所は、前述のように、直前停止行為を実行行為から除き、直前への
割り込み行為と減速行為からなる 4度の妨害運転行為を実行行為として把
（106）　島戸・前掲注（ 2）30頁、古川・前掲注（63）12頁。
（107）　後者の事例に関して、裁判所は、「被告人が追跡不能となっているが、追突地
点から衝突地点までの被害車両の走行距離は長距離というほどでもなく、むしろ
……短距離といえ」ると判示している。
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握し、被告人の意思の一貫性、妨害行為から停車およびその継続がなされ
ることの通常性、妨害運転行為から直前停止行為および停車中に行われた
暴行行為までの密接関連性、被害車両を停車させたことにより生じた追突
事故の可能性が解消されていないことを指摘した上で、「本件事故は、被
告人の 4度の妨害運転及びこれと密接に関連した直前停止行為、被害者に
対する暴行等に誘発されて生じたものといえ……、被害者らの死傷結果
は、被告人が被害車両に対し妨害運転に及んだことによって生じた事故発
生の危険性が現実化したにすぎ」ないと判示して、妨害運転行為と死傷結
果との間の因果関係を認めた
（108）
。本判決は、停止行為から衝突まで約 2分経
過しているものの、妨害運転行為から衝突までが密接に関連した通常あり
うる一連の事態であることから、停車直後に後続車が衝突した場合と同様
に、妨害運転行為の危険が結果に実現したものとして因果関係を認めよう
としたものであるといえる。
　しかし、このような場合に、妨害運転行為と死傷結果との間の因果関係
を認めることは妥当でない
（109）
。すでに述べたように、妨害運転行為が誘発し
ていない過失行為（後続車両の衝突）が問題となるこうした事案において、
妨害運転行為と死傷結果との間の危険実現連関を認めるためには、自車お
よび他車が互いに著しく接近することにより、衝突ないし回避行動によっ
て事故が発生しうるような危険な状況が作り出され、そうした状況におい
て介在行為が行われたといえなければならない。衝突を回避するために車
両を停止させ、その直後に後続車が衝突した場合には、妨害運転行為によ
（108）　裁判所の判示につき、成瀬・前掲注（18）138頁は、「妨害運転が上記の意思と
どのように関係するのか（上記意思の実現にとって妨害運転がいかなる意味を持つ
のか）は判然とせず、意思の一貫性を認めること、ひいては、それを根拠として妨
害運転から停止行為に至る因果経過の相当性（や妨害運転と停止行為の密接関連
性）を認めることは問題であるように思われる。」とする。
（109）　同様に、本件に関して、妨害運転行為と死傷結果との間の因果関係を認めるこ
とは困難であるとするものとして、松原・前掲注（18）53頁。これに対して、古
川・前掲注（63）12頁、17頁は、本件においても妨害運転行為と死傷結果との間の
因果関係を認めることができるとする。
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って生じた危険が結果に実現したといいうるが、本件のように、妨害運転
行為が終了し、両車両が停止してから一定時間経過した後に後続車が衝突
した場合、衝突の段階では妨害運転行為に特有の事故発生の危険はすでに
解消されており、そこで生じた事故というのは、妨害運転に特有の危険が
現実化したものではなく、（高速道路上に）自動車を停車させることによっ
て生じる一般的な交通事故発生の危険が現実化したものにすぎないため
（110）
、
妨害運転致死傷罪の成立を認めることはできない。停止行為を因果経過の
一事情として理解し、先行する妨害運転行為と死傷結果との間の因果関係
を広範に認めることは、実質的には、停止行為から死傷結果が生じた場合
を処罰することにほかならず、妨害運転致死傷罪の実行行為から停止行為
を除外した意義を失わせることにもなる。妨害運転致死傷罪の実行行為か
ら停止行為が除外されていることの趣旨は、こうした場合について危険の
現実化が認められないという形で、因果関係判断にも反映されなければな
らない。
　こうした理解は、Xが高速道路を走行中にAの運転態度に立腹し、走
行中のA車の前に割込み、A車を停車させたうえ、降車してAに暴行を
加えた後に、X車で走り去ったところ、A車の停止から20数分後（X車の
立去りから 7、 8 分後）にA車に B車が衝突し、Bおよび同乗者 3名が死
亡し、同乗者 1 名が負傷したという事案につき、自車およびA車を停止
させた被告人の過失行為と死傷結果との間の因果関係を認めた最決平成16
年10月19日刑集58巻 7 号645頁（以下、「高速道路停車事件」とする。）から
も導かれる。東名あおり運転事件のように、停止行為が介在する場合であ
ってもそれに先行する妨害運転行為と死傷結果との間に因果関係が認めら
れるとすれば、東名あおり運転事件と類似する本件においても、妨害運転
行為と死傷結果との間に因果関係を認めることは十分可能であったと思わ
れる。しかし、本件に関しては、裁判においても、また、その後の議論に
（110）　成瀬・前掲注（18）138頁も、妨害運転行為の危険ではなく、「停止行為の危険
が現実化したとみるのが素直である」とする。
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おいても、当時すでに立法されていた妨害運転致死傷罪での処罰は全く検
討されなかった。これは、こうした事案については妨害運転致死傷罪の想
定する危険実現連関が認められないと考えられてきたことの 1つの表れで
あると思われる。
　この点については、高速道路停車事件において死傷結果との間の因果関
係が認められているのであるから、東名あおり運転事件においても問題な
く因果関係を認めることができるとの指摘もなされているが
（111）
、因果関係を
検討するにあたって、問題となっている犯罪が異なるということを捨象す
ることには疑問がある。先述のように、因果関係一般を危険の現実化論に
基づいて判断すべきであるとしても、刑罰法規ごとに問題となる危険や保
護の対象が異なる以上、危険の現実化の在り方というのは犯罪ごとに異な
りうる。そうすると、実行行為を限定することなく死傷結果発生の一般的
な危険を問題とする過失致死傷罪と、実行行為を限定することで死傷結果
発生の特定の危険を問題とする妨害運転致死傷罪とでは、危険の現実化の
判断が異なりうるのであるから、前者において過失致死傷罪の因果関係が
認められていることだけを理由として、後者において妨害運転致死傷罪の
因果関係も当然に認められるとすることには問題がある。
第 5章　おわりに
　本稿では、傷害罪・傷害致死罪との関係に着目しながら、妨害運転致死
傷罪の各成立要件について検討を加え、その成立範囲を明確化することを
試みた。本稿の内容は、概ね以下のとおりである。
　自動車の運転行為から死傷結果が生じた場合に関して、まず、殺人罪な
いし故意による傷害に基づく傷害罪・傷害致死罪の成立が認められてこな
かったのは、自動車の運転行為が傷害の故意や殺意をもって行われること
（111）　城祐一郎ほか「適正捜査の推進と交通捜査のさらなる発展のために（特別回・
中）〜危険運転致死傷罪〜」捜査研究827号（2019年） 9頁〔城祐一郎発言〕。
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が実際にはほとんどなく、またその認定も困難であるということから基礎
づけられる。
　次に、判例が人に対する有形力の行使を広く暴行と捉えてきたにもかか
わらず、自動車の運転行為について暴行罪やその結果的加重犯としての傷
害罪・傷害致死罪の成立が限定的にしか認められてこなかった理由は、許
された危険の法理に基づいて、自動車の運転行為については暴行罪の成立
が客観的にも主観的にも限定され、「通常の運転行為から生じないような
傷害の具体的危険」を発生させ、それを認識・認容していた場合にしか暴
行罪の成立が認められず、上記傷害の故意と同様に、自動車の運転行為が
そうした傷害の具体的危険の認識・認容としての暴行の故意をもって行わ
れたと認定することが困難であるという点に求められる。
　そして、妨害運転致死傷罪は、殺人罪や傷害罪・傷害致死罪のように、
特定人の生命・身体に対する侵害やその危険を問題とするために生じる上
記のような故意の立証の問題を回避するために、不特定または多数の人の
生命・身体に対する危険を問題とする（抽象的）公共危険犯として立法さ
れたものと位置づけることができる。妨害運転行為の認識・認容を内容と
する妨害運転致死傷罪の故意が広く認められることによって処罰範囲が過
度に拡大しうるという問題は、「通行を妨害する目的」の内容を、通行妨
害の未必的認識では足りず、積極的意図ないし確定的認識が必要であると
解することによって回避される。
　また、妨害運転致死傷罪における因果関係は、他の犯罪類型と同様に危
険の現実化論に基づいて判断すべきであるが、傷害罪、傷害致死罪、殺人
罪、過失致死傷罪のように実行行為がほとんど限定されていない犯罪類型
とは異なり、実行行為を具体的に定めることで重大な死傷事犯となる危険
が類型的に極めて高い運転行為に処罰を限定している妨害運転致死傷罪に
ついては、危険の現実化の判断も限定的に把握されなければならない。具
体的には、妨害対象へ接近する妨害運転行為を行うことで、妨害対象と衝
突して死傷結果が発生する危険、あるいは、そうした衝突を避けるために
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行われた自己または妨害対象の回避行動によって死傷結果が発生する危険
を生じさせ、死傷結果にその危険が現実化したといえる場合に、因果関係
が認められることになる。
　こうした理解によれば、東名あおり運転事件において、妨害運転行為と
死傷結果との間の因果関係を認めた裁判所の判断には疑問がある。つま
り、衝突を回避するために車両を停止させ、その直後に後続車が衝突した
場合には、妨害運転行為が生じさせた危険が結果に実現したといいうる
が、本件のように、妨害運転行為が終了し、両車両が停止してから一定時
間経過した後に後続車が衝突した場合、衝突の段階では妨害運転行為が創
出した事故発生の特有の危険はすでに解消されており、そこで生じた事故
というのは、妨害運転に特有の危険が現実化したものではなく、（高速道
路上に）自動車を停車させることによって生じる交通事故発生の一般的な
危険が現実化したものにすぎないため、妨害運転致死傷罪の成立を認める
ことはできない。裁判所が、停止行為を妨害運転致死傷罪の実行行為から
排除した点については賛同しうるが、停止行為を因果経過の一事情として
理解し、先行する妨害運転行為と死傷結果との間の因果関係を広範に認め
ることは、実質的には、停止行為から死傷結果が生じた場合を処罰するこ
とにほかならず、妨害運転致死傷罪の実行行為から停止行為を除外した意
義を失わせることになる点でも問題があるように思われる。
【追記】　本稿校正中に、横浜地判平成30年12月14日裁判所HP（東名あおり
運転事件）の控訴審である東京高判令和元年12月 6 日裁判所HPに接した。
高裁は、実体法上の問題に関して、実行行為の範囲および因果関係の有無に
関する原判決の説示に一部問題があるとしながらも、結論において原判決を
是認した（もっとも、手続法違反が認められたことから、原判決は破棄さ
れ、地裁に差し戻されている）。本判決の詳細な検討は別稿に譲るが、本稿
の立場からは、特に、結論において妨害運転行為と死傷結果との間の因果関
係を認めたことには賛同し得ない。
